
◆介護や保育の現場で人手不足が問題となっている

中、約６割の介護事業所が人手不足に悩まされてい

るといった実態が、（公財）介護労働安定センター

の調査で明らかになりました。

訪問介護職員、介護職員の離職率を見ると、平成

20年度以降20％を下回り、ここ数年は16～17％で

推移するなど、離職率は減少傾向にあるものの、採

用率（在籍している従事者に対する採用者の割合）

も減少しており、介護事業所での人材確保の難しさ

が表れています。

また今回の調査では、事業所の他に介護労働者の

就業実態を図る意識調査も実施されました。これに

よると、全体の半数以上が「働きがいのある仕事」

として仕事を選んだものの、労働条件については、

「人手が足りない」（48.3％）、「仕事内容のわり

に賃金が安い」（42.3％）、「有給休暇が取りにく

い」（34.9％）といった不満が上位を占めており、

事業者、労働者ともに人手不足による不満が多くあ

るようです。

こうした調査結果や報道で介護現場の「人手不

足」や「低賃金」といった印象が広がり、それが更

なる人手不足に繋がっているといった声もある中、

職員の賃金引き上げだけでなく、イメージの改善を

図ることも求められていると言えます。

（参考：ＣＢﾆｭｰｽ/(公財)介護労働安定ｾﾝﾀｰＨＰ）

f a x  n e w s 150828
介護事業所の６割が人手不足を懸念

～賃金が低く、採用困難を招く～

介護利用最多の588万人

～施設サービス以上に在宅サービス利用伸びる～

厚労省、概算要求公表

～社福改革に新規予算～

採用採用採用採用・・・・離職率離職率離職率離職率のののの変化変化変化変化（（（（介護職員介護職員介護職員介護職員・・・・訪問介護員計訪問介護員計訪問介護員計訪問介護員計））））単位単位単位単位：％：％：％：％

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

採用率 22.6 25.2 25.8 21.0 23.3 21.7 20.6

離職率 18.7 17.0 17.8 16.1 17.0 16.6 16.5
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●従業員の過不足

「大いに不足、不足、やや不足」59.3％、「適当」40.2％

●不足の理由

「採用が困難」72.2％

「事業拡大をしたいが人材を確保できない」19.8％

●採用が困難である原因

「賃金が低い」61.3％、「仕事がきつい」49.3％

●介護サービスを運営する上での問題点

「良質な人材確保が難しい」53.9％

「今の介護報酬では十分な賃金を払えない」49.8％

調査対象：全国の介護保険サービス事業を実施する

17,295事業所から抽出

回答数：8,317事業所 回答率：48.1％

◆厚労省は６日、平成26年度の介護給付費実態調査の結果を公表しまし

た。これによると、昨年度介護予防と介護サービスを利用した人が約588

万３千人（前年度比3.9％増）に上り、過去最多であるという結果になり

ました。

介護サービスの内訳を見ると、訪問介護や通所介護（デイサービス）な

どの在宅サービスの増加率が前年度比で約２％から４％の増加である一方

で、特養などの施設サービスは前年度比で1.6％の伸びと、増加率に違いが

見られます。全体を通してサービスの受給者数は伸びているものの、「施

設から在宅へ」の動きが加速していることがわかります。

また、受給者１人あたりの費用額（今年の４月審査分）は、全国平均で

介護サービスが19万１千円、介護予防サービスは４万１千円となっていま

す。都道府県別では、介護サービスは沖

縄県の21万２千円、介護予防サービスは

福井県の４万４千円がそれぞれ全国最高

額となっています。

同調査が本格的に始まった平成15年度

に比べてサービス利用者数は約1.6倍に増

加しており、今後も高齢化により増加が

予想される中、在宅、施設ともにサービ

スの量の拡充が求められています。

（参考：厚労省ＨＰ/産経新聞ウェブ）
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種別

平成

25年度

平成

26年度

特養 60 62

老健 53 54

介護療養施設 112 105

◆厚労省は26日、来年度予算の概算要求を

公表しました。一般会計は約30兆6,675億円

で今年度当初より2.5％増ですが、保育所運

営費が今年度から内閣府に移ったことを考

慮すると、実質的に過去最大の規模となっ

ています。

具体的には、待機児童解消に向けた施設

整備の推進（934億円）や質の高い介護サー

ビスの確保（約２兆8,900億円）、障害者支

援として職員の処遇改善等の障害福祉サー

ビスの充実（約１兆6,300億円）などが示さ

れており、これらの取組みはいずれも今年

度よりも多くの予算が充てられています。

また、社福制度改革への対応として8.1億

円が計上されており、財務諸表等の電子開

示システム（仮称）の構築や、評議員会の

必置化に伴う法人支援体制の構築等を行う

ことなどにより、社福経営のガバナンス強

化や透明性向上を図るという方向性が示さ

れ、社福制度改革に向けて着実に前進して

いるようです。 （参考：朝日新聞他）


